
書式第12号 (法第28条関係 )

2024年度

令和6(2024)年 1月 1日 ～令和6年 12月 31日 まで

特定非営利活動法人 フィリピン日系人リーガルサポートセンター

代表理事 猪俣 典弘 河合 弘之

事 業 報 告 書

■ 昔 当 ⌒ 占 田                                     |
■ ―ョキ:ォ■υノ′,,ん ,ォく                                                             |

・柱となる日本国籍取得支援事業では、調査の結果、13人の残留2世 (1世 5人 )の身元 (父親の戸籍)が判明 |

した。また15人の2世、4人の3世の計19人が就籍許可申立てをし、うち6人が年度内に、4人が2025年に入って

から、家裁の許可を得て国籍を回復した。死亡の2世9人につき、家族による出生事項記載申出書を父の本籍

地役場に提出し、2件が年度内に記載許可になり国籍を回復した。残り7件は係属中。外務省からの委託調査

(第 18次調査)の一環で、就籍許可を加速化するため、在マニラ、在セブ、および在ダバオの総領事とともに2

世23人への面接調査を実施し、8人について総領事報告書が発行された。
・講演関連では、10月 に城西大学、ll月 に武蔵大学、12月 に東京外国語大学で講義を行い、講義に出席し

た学生にPNLSCの活動への参加を具体的に呼び掛けたところ、ボランティア希望の学生からの問い合わせが

あり協力を得ることができた。
・政策提言事業では、フィリピン残留2世問題解決への協力を訴えるため日本の国会議員を訪問した。外交防

衛委員会において、6月 には (当時)が、12月 には がこの問題に言及した。

・日系人社会の経済的、文化的発展のために寄与する事業では、ミンダナオ島ホセアバドサントス町で簡易太

陽光発電装置組立ワークショップを実施した。事業に必要な経費はクラウドファンディングで集め、日本人ボラ

ンティアも数名参加した。また、昨年度に実施したフィリピン日系人エッセイコンテストの審査およびオンライ
ン

受賞イベントを開催し、助成金を得てエッセイ集を出版した。

2事 業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業
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3世4世
30人

3世4世

30人
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1873
随時

随時

務所、
比国内

法人事

務所

法人事

務所、
比国内

料調査、親族照会による身元捜しを実施した結果、2世

13人 (父親である1世は5人 )の身元が判明した。
2)国籍未取得の2世および3世の日本国籍回復の準備

を支援した。聞き取り調査はオンライン面接も併用。年

度内に19人が家庭裁判所に就籍許可を申立てし、うち

6人が年度内に許可された。

3)亡くなった2世の国籍回復の手段として、家族による

出生等記載申出の提出を9件、存命の2世 1件を支援し

た。年度中に2件につき記載許可となった。

4)在 日、在比、第二国にいるフィリピン日系人からの相

1談に応じた。主には就籍、戸籍登載、国籍取得につい

|てで、相談方法は来所、メール、電話。

で の1
=

フ イ ン

日系人の

日本国籍
回復支援
事業

1 委託調査 2/5-
6,2/14,5/

3-

5,5/27,7/

19,7/25,8

/8,11/21,
11/26-
27,12/18

i

ノヽ

務所、①日本国籍を希望の2世の国籍回復を加速化するため
の在マ ラ、セブ、およびダバオ総領事による面接調査

につき、日系人会と連携して資料の事前準備、現地で

のコーディネートを行い、実際の面接を補佐した。総領

事面接23人中8人に総領事報告書が発行された。

比国内

5人 2世23人



②無国籍のリスクにある2世 (消息不明も含む)につき、
消息調査、日本国籍の有無、日本国籍取得の意思を

確認、138人の生存と58人の日本国籍回復の意思確認
を実施した(第 17次調査 :2023年 6月 15日 ～2024年 3月
15日 )

③2024年 3月 末時点で日本国籍の取得を希望する2世

58人の国籍取得を加速化するための総領事面接を引

き続き行うとともに、生死不明の263人の消息調査、日

本国籍取得の意思確認、新規登録の呼びかけを実施

(第 18次調査:2024年 5月 1日 ～2025年 3月 15日 )

(2023/6/
15)-3/15

法人事
務所、
比国内

2世とそ
の家族約
1000人

1216

5/1-
法人事
務所、
比国内(2025/′ 3/

15)

ｎ

）

フィリピン

日系人の
一時帰国
支援事業

実施しなかった。

学生約
100人

都内お
よび埼
玉県

3人10/30

11/18
12/3

城西大学、武蔵大学、東京外国語大学でフィリピン残

留日本人問題について講義

1)講

法人事
務所

3人随時SNS、 オンライン寄付サイトの活

動報告頁を随時更新し、事業の進捗や活動及び成果

報告を行った。物品寄付サイト「お宝エイド」も継続、活

動レポートを随時更新。

ホ ム2 ) 人法

l14万

4人

不特定多 |

数、在日 |

日系人、
'

1企業、教
1会、国際

1協力団体
など

日本市民

和英文各
年4回

法人事

務所、
比国内

フィリピン

日系人に

関する研
究、講演、
広報、出

版事業

3)法人ニュースを和文、英文、で発行し配布した。

1万

4人 日本国

回復を希
望する無

国籍の日

系2世約
500とそ
の家族

随時

残留日本人2世との面会をコーディネートし同行

②8月 のダバオ訪問および慰

霊祭参加をコーディネート

③
を訪

間、問題解決への協力と支援を訴えた

④無国籍者削減に取り組むUNHCRフィリピン事務所及
び東京事務所とは定期的に情報提供、意見交換を

行った。
⑤外務省南東アジアニ課、在マニラ日本大使館と継続

的に情報交換し、残留2世問題の解決への支援を訴え

た
⑥沖縄県議会議員の協力を得ながら、県の保護・援護

課に、沖縄出身の父を持つ残留者の父の身元捜しに

1協力の依頼をした

のセブ日系人7月フィリピン

残留日系
人に関す
る政策提
言事業

2人 ホセアバ

ドサントス

町住民約
300人

約50人 243万

ミンダ
ナオ島
ホセア
バドサ
ントス町
都内3/12,8/2

4

9/12-
9/16

て]アラ17:アElフ「「系「スこ会て,ラフマラFT]可冗rttTこ可「ジターオブラ

イト(ペットボトルを再利用した小型太陽光発電装置 )
ワークショップを実施。

②助成金 (寄付型)を得てのフィリピン日系人エッセイコ

ンテストの審査、オンライン授賞式の実施、および受賞
作品に奨励作品を加えた17作品をまとめた原文および

翻訳付き書籍「アイデンティティを抱きしめて」の発刊 (1

千部印刷)。

フィリピン

残留日系
人社会の

経済的、
文化的発
展のため
に寄与す
る事業
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活動計算書 書式第14号 (法第28条関係 )

2024(令和 6)年度  活動計算書
2024(令 和6)年 1月 1日 ～ 12月 31日
認定NPO法 人フィリピン日系人リーガルサポー トセンター

代表理事  猪 俣 典 弘
河 合 弘 之
(単位 :円 )

経常収益

1 受取会費 入会金
2 受取寄附金
寄付金

3 事業収入
日本国籍回復支援事業 収入

外務省委託事業

翻訳通訳料

3世登載事務手続受託

ワークショップ参加費

広報 。講演・出版事業 収入
4 その他収益
受取利息

経常収益計 (A)

Ⅱ 経常費用
1、 事業費

(1)人件費

給与手当

法定福利費

人件費計

(2)その他経費
外注費

旅費交通費

交際費

通信費

租税公課

為替使用

広告宣伝費

消耗品費 (PC)

事務用品費

支払手数料

図書資料費

雑費

その他経費計

13)フ ィリピン委託費

事業費計

注 *

2、 管理費

(1)人件費

給与手当

法定福利費

人件費計

(2)その他経費
外注費

地代家賃

779,590

1,833,150

科
日

【 金 額

22,191,942

1,492,000

7,137,212

12,161,530

813,500

440,000

100,000

44,660

14,646,361

2,363,215

3,040

17,009,576

155,000

2,073,466

343,563

520,861

19,800

122,950

452,220

66,144

247,155

23,510

19,522

2,266

4,046,457

13 337 699

22,191,942

34,393,732

1,114,375

177,876

1,292,251



2,793,140

16,287,181

70,000

16.357.181

40,000,593

23,643,412

福利厚生費

通信費

事務用品費

支払手数料

諸会費

為替差損

雑費

その他経費計

管理費計

経常費用計 (B)

税引前当期正味財産増減額 (A)― (B)
法人税、住民税及び事業税

当期正味財産増減額  (C)

前期繰越正味財産額  (D)

次期繰越正味財産額  (C)+(D)

ハ

=
・入会金の内

2,673

37,507

2,790

21,928

10,000

78,314

27 188

4,085,391

38,479,123

*フ ィリピン (PNLSCInc.)委 託費 使途内訳
国籍回復

期フィ 計

給 与 4,087,358

旅費交通費 5,211 953

通信費 525,978

家賃・光熱費 1,707,833

国籍回復
事務用品費 151,918

図書資料費 (就

籍書類 ) 140,062

会議費 82,456

その他 91 523

計 11,999,081

経済的文化的発
展事業

リッターオブライ

ト ワータンロッフ
・

1,338,618
13,337,699

55,000入会金
264,000団体正会員
456,000人正会員
60,000△

7●

396,000個人 助
△

=
261,000日系人会量
1,492,000

|



書式第 15号 (法第 28条関係 )

2024(令和6)年度 貸借対照表

2024(令 和 6)年 12月 31日 現在
認定NPO法 人フィリピン日系人リーガルサポー トセンター

代表理事   猪 俣 典 弘
河 合 弘 之

(単位 :円 )
科

日

【
金 額

I 資産の部

1 流動資産

現金預金

未成事業
フィリピン勘定

流 動 資 産 △
計

2 固定資産
(1)有形固定資産

什器備品

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部
1 流動負債
預り金

短期借入金

仮受金

流 動 負 債 合 計

2 固定負債

固 定 負 債 合 計

計負  債  合

Ⅲ 正味財産の部
前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

28,425,007

10,141,156

175,450

38,741,613

38,741,614

1

1

1,175,261

13,892,941

30,000

15,098,202

15,098,202

0

40,000,593
-16,357.181

23,643,412

38,741,614
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6

使途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。

4 借入金の増滅内訳

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

・ 事業費と管理費の技分方法

各事業の経費及び事業費と管理費に共通する経費のうち、給料手当、福利厚生費については従事割合に基づき按分しています。

その他の経費 (旅費交通費、通信費、事務用品費等)については実費を計上しています。

備考当期減少額 期 末期首残高 当期丙不
11,505316050 633,200エッセイコンテスト助成金 (経済的文化的的発展に

寄与する事業)
かめのり財回からの買金 (便逮限
定なし)30万でカバーしたl.072,123

937,745

1.396,685ヮークショッププリ ター

1.705,323

-324,562

316,050合計

期末残高当期借入期首残高科 目
13.892,94113.892.941短期借入金

13.892.941:3.892.941合計

内、役員と
の取引

内、近親者

及び支配法

人 との取引

計算書類に

計上された
金額

科 日

(活動計算書)

受取寄付金

会費/入会金

30,000

18,000

3,678,032

87,000

1,253,500

1,833,150

7,137,212

1,492,000

13,415,030

1,833,150

事業収入 (日 本国籍回復支援事業)

地代家賃

8,629,212活動計算書計

(貸借対照表)

13.892,94113,892,941役員借入金

13.892,94113,892,941貸借対照表計



書式第 17号 (法第 28条関係 )

2024(令和6)年度 財産目録
2024(令 和 6)年 12月 31日 現在

認定NPO法 人フィリピン日系人 リーガルサポー トセンター
代表理事 弘

之

＞円

俣
合

猪

河
典
弘

日

【科

38,741,613

38 741,614

15 098 202

15,098,202

23,643,412

63,484

6,851,697

9,627,335

9,140,077

286,607

2,455,807

10,141,156
175,450

1,175,261

13,892,941

30,000

資産の部
1 流動資産
現金預金

手元現金

銀行普通預金

銀行普通預金

銀行普通預金

銀行普通預金

振替貯金

未成事業

フィリピン勘定

流 動 資 産 合

2 固定資産
(1)有形固定資産

什器備品

固 定 資 産 合

計

計

債

味

計

産

２
　
　
　
負

　

正

合

　

財

みずほ銀行四谷支店 1)

みずほ銀行四谷支店2)

ゆうちょ銀行 1)

ゆうちょ銀行2)

↓
―△ロ

債

債 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部
1 流動負債
預り金

短期借入金

仮受金

流 動 負

固定負債

固 定 負



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

2024年 度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の■名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における颯酬の有無を

“

●した名簿 )

儘聾整 型理 鰹塾
フ

Ｌ

レ ン

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ)

氏    名

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)

1 □ 監事

アオキ  ヒテ
゛
ンケ
゛

青木 秀茂

R6年  1月  1日
～R6年 12月 31日

年 月

月

日

日年

2 巨ヨ・監事
イトウ  ヒテ
゛
オ

伊藤 英男

R6年  1月  1日
～R6年 12月 31日

年  月  日

年  月  日

3 匹ヨ・監事
タクミ ジュセブン

匠 ジュセブン

R6年  1月  1日
～R6年 12月 31日

年

年

月

月

日

日

4 睡憂卜監事
セキノ  アキラ

関野 章
R6年  1月  1日
～R6年 12月 31日

年

年

月

月

日

日

5 巨]・ 監事

イノマタ  ノリヒロ

猪俣 典弘 R6年 1月  1日
～R6年 12月 31日

R6年  1月 1日

R6年 12月 31日

6 理事・匡∃

ホンタ
゛  ヨシエ

R6年  1月  1日
～R6年 12月 31日

年 月 日

月年 日
本田 佳江

7
巨ヨ・監事

カワイ  ヒロユキ
R6年  1月 1日

～R6年 12月 31日
年 月 日

月年 日

河合 弘之

8
睡憂]・ 監事

オオノ  シェン
R6年  3月 27日
～R6年 12月 31日

年

年

月

月

日

日大野 俊
9
匡ヨ・監事

ワタナベナオコ

0わケイワナフ
ーコ)

R6年  3月 27日

～R6年 12月 31日

年

年

月

月

日

日渡邊 直子
(大岩 直子)



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係)
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人
フィリピン日系人リーガルサポー トセンター

氏    名

1
河 合 弘 之

2 青 木 秀 茂

3 伊 藤 英 男

4
関 野   章

5
大 野   俊

6 株
式会社 浦濱恭

7
保 津 豊 彦

8 株
式会社 トライアンフ

代表取締役 半澤 正明

9
小島 求己

10 伊 藤 佳 江

11
ルイズ プレシリアノ

12 株式会社エヌチキン

代表取締役 徳満義弘


